
社会保障に使っている金額（社会保障給付費）は、131兆円（対 GDP比 23％）。 

年金 59兆円、医療 41兆円、介護保険 13兆円、子ども子育て 9.7兆。59％が国民の拠出の保険

料、52兆、41％が公費、国は 35兆、地方 16兆です。 

大砲かバターかという議論がよく行われ、防衛費増額の話が政治日程にあがっていますが、現在防

衛費は対 GDP比で約 1.2％、約 5兆円です。これを 5年で約 2％にするという議論です。 

確かに年 1 兆円を増額するということになり、過小評価はできませんが、社会保障費はこれとはスケ

ールの違う話だということを前提とした議論が必要です。 

ゆきさんが主張される『国民支えあい率、あるいは連帯率」の考え方で、社会保障に必要な経費をど

う確保できるかという議論が必要です。 

小泉内閣以降、所得税の限界税率の引き下げと法人税減税が進み、しかも営利法人等の内部留

保など、直接税の領域でも不平等・不公正が進んでおり、やるべきことが沢山あります。ただ、利権が

らみで、公正な税制運用の基礎であるべき所得・及び資産の捕捉ができていません。（これはかつて、

金丸信がグリンカードを潰したのが大きかったです。） 

だからといって富裕層への増税だけで賄えるような規模ではないのが社会保障なのです。 

現物給付（医療、介護等）の経費の流れ（不必要な長期入院・入所で、医療法人等が収益をあげる

構造）などをチェックしていく必要もあります。 

 

 

 

 



 


